
議案等番号 件　　　　　　名 担当課 説　　　　　　明

1 議案第1号
令和５年度秦野市一般会計予算を定めるこ
とについて

財政課
　歳入歳出予算額  　55,570,000千円
　（対前年度伸び率　5.1％）

2 議案第2号
令和５年度秦野市水道事業会計予算を定め
ることについて

経営総務課
　収入支出予算額　　3,850,000千円（減価償却費を除く。）
　（対前年度伸び率　2.7％）

3 議案第3号
令和５年度秦野市公共下水道事業会計予算
を定めることについて

経営総務課
　収入支出予算額  　5,533,000千円（減価償却費を除く。）
　（対前年度伸び率　△3.0％）

4 議案第4号
令和５年度秦野市国民健康保険事業特別会
計予算を定めることについて

国保年金課
　歳入歳出予算額　　17,096,000千円
　（対前年度伸び率　△1.3％）

5 議案第5号
令和５年度秦野市介護保険事業特別会計予
算を定めることについて

高齢介護課
　歳入歳出予算額　　13,968,000千円
　（対前年度伸び率　2.7％）

6 議案第6号
令和５年度秦野市後期高齢者医療事業特別
会計予算を定めることについて

国保年金課
　歳入歳出予算額　　2,857,000千円
　（対前年度伸び率　6.4％）

　　令和５年３月秦野市議会第１回定例月会議提出議案等一覧表

議案22件：新年度予算 6件 指定管理者の指定 2件

条例の一部改正 7件 補正予算 7件

報告 １件：専決処分の報告 １件

報告１
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議案等番号 件　　　　　　名 担当課 説　　　　　　明

7 議案第7号
秦野市手数料条例の一部を改正することに
ついて

財政課
建築指導課

　次の理由により改正するもの。
 (1)　建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部改正に伴い、
　　低炭素建築物新築等計画及び建築物エネルギー消費性能向上計画に
　　係る認定申請手数料について、住宅部分の誘導仕様基準に対応する
　　区分及び手数料の額を定めること。
 (2)　低炭素建築物新築等計画に係る認定申請手数料について、住宅部
　　分の申請単位の見直しその他の所要の整備を行うこと。
　施行日　令和５年４月１日

8 議案第8号
秦野市教育研究所設置条例の一部を改正す
ることについて

教育研究所
　教育研究所の機能強化に伴い、同研究所の位置を変更するため、改正する
もの。
　施行日　令和５年５月１日

9 議案第9号

秦野市特定教育・保育施設及び特定地域型
保育事業の運営等の基準を定める条例及び
秦野市地域型保育事業の設備及び運営の基
準を定める条例の一部を改正することにつ
いて

保育こども園課

　内閣府令（特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ど
も・子育て支援施設等の運営に関する基準）及び厚生労働省令（家庭的保育
事業等の設備及び運営に関する基準）の一部改正に準じて、特定教育・保育
施設、特定地域型保育事業及び地域型保育事業の運営に係る管理者の懲戒権
の規定を削除するため、改正するもの。
　施行日　公布の日

10 議案第10号

秦野市地域型保育事業の設備及び運営の基
準を定める条例及び秦野市放課後児童健全
育成事業の設備及び運営の基準を定める条
例の一部を改正することについて

保育こども園課
こども育成課

　厚生労働省令（家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準及び放課後
児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準）の一部改正に準じて、地域
型保育事業及び放課後児童健全育成事業の運営等に係る基準に、安全計画の
策定や、自動車を運行する場合の所在の確認の規定等を追加するため、改正
するもの。
　施行日　令和５年４月１日

11 議案第11号
秦野市小児医療費の助成に関する条例の一
部を改正することについて

子育て総務課

　子育て世帯の経済的な負担の軽減を図り、子育てしやすいまちづくりを促
進することを目的として所得制限を撤廃するとともに、字句の整理を行うた
め、改正するもの。
　施行日　令和５年１０月１日。ただし、字句の整理の改正は、公布の日。

条例一部改正

条例一部改正

条例一部改正

条例一部改正

条例一部改正

条例一部改正

条例一部改正

条例一部改正

条例一部改正
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議案等番号 件　　　　　　名 担当課 説　　　　　　明

12 議案第12号
秦野市国民健康保険条例の一部を改正する
ことについて

国保年金課

　健康保険法施行令の一部改正に伴い、子育て世帯の出産に係る経済的負担
の軽減を図ることを目的として、本市の国民健康保険事業における出産育児
一時金を５０万円に引き上げるため、改正するもの。
　施行日　令和５年４月１日

13 議案第13号
秦野市建築基準条例の一部を改正すること
について

建築指導課

　建築基準法及び建築基準法施行令の一部改正に伴い、次のとおり改正する
とともに、字句の整理を行うもの。
 (1)　容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない建築物の部分に係
　　る認定事務について、本市が徴収する手数料及びその額を定めるこ
    と。
 (2)　共同住宅等の階段に係る規定を緩和し、階数が３以下で延べ面積が
　　２００平方メートル未満の建築物の避難階以外の階については、２以
　　上の直通階段又はこれに代わる施設の設置を求めないこととするこ
    と。
 (3)　共同住宅等及び長屋の敷地内通路の幅員に係る規定を緩和し、階数
　　が３以下で延べ面積が２００平方メートル未満の建築物については、
　　その幅員を９０センチメートル以上とすること。
　施行日　令和５年４月１日

14 議案第14号 指定管理者の指定について 高齢介護課
　老人いこいの家の指定期間の満了に伴い、指定管理者を指定するため、地
方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求めるもの。
　指定の期間　令和５年４月１日から令和１０年３月３１日

15 議案第15号 指定管理者の指定について 観光振興課

　秦野市名水はだの富士見の湯の指定期間の満了に伴い、指定管理者を指定
するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求め
るもの。
　指定の期間　令和５年１０月１日から令和８年９月３０日

16 議案第16号
令和４年度秦野市一般会計補正予算（第
８号）を定めることについて

財政課
　歳入歳出補正見込額　28,727千円
　債務負担行為（ゼロ市債）の追加　191,146千円

条例一部改正

条例一部改正

条例一部改正

条例一部改正
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議案等番号 件　　　　　　名 担当課 説　　　　　　明

17 議案第17号
令和４年度秦野市一般会計補正予算（第
９号）を定めることについて

財政課 　歳入歳出補正見込額　878,921千円

18 議案第18号
令和４年度秦野市水道事業会計補正予算
（第２号）を定めることについて

経営総務課 　債務負担行為（ゼロ市債）の設定　365,200千円

19 議案第19号
令和４年度秦野市水道事業会計補正予算
（第３号）を定めることについて

経営総務課 　歳入歳出補正見込額　9,594千円

20 議案第20号
令和４年度秦野市公共下水道事業会計補正
予算（第３号）を定めることについて

経営総務課 　債務負担行為（ゼロ市債）の追加　8,990千円

21 議案第21号
令和４年度秦野市公共下水道事業会計補正
予算（第４号）を定めることについて

経営総務課 　歳入歳出補正見込額　67,000千円

22 議案第22号
令和４年度秦野市国民健康保険事業特別会
計補正予算（第２号）を定めることについ
て

国保年金課 　歳入歳出補正見込額　7,433千円

23 報告第1号 専決処分の報告について 生涯学習課

  はだの歴史博物館条例の一部を改正する条例
　博物館法の一部改正により、条例で引用する同法の条項が削除されたた
め、改正するもの。
　施行日　　　令和５年４月１日
　専決処分日　令和５年２月７日
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議案等番号 件　　　　　　名 担当課 説　　　　　　明

追
加
議
案

議案第  号 秦野市監査委員の委員の選任について 人事課
　中村良典委員の任期満了に伴うもの
　（任期満了日：令和５年３月３１日）

追
加
議
案

議案第  号 秦野市公平委員会の委員の選任について 人事課
　石川亮一委員の任期満了に伴うもの
　（任期満了日：令和５年３月３１日）

陳
情

令5陳情
第1号

重度障害者の医療費助成に関する陳情
　提出日：令和５年２月７日
　陳情者：特定非営利活動法人　神奈川県腎友会
　　　　　会長　府録　譲治

陳
情

令5陳情
第2号

透析患者の通院への助成に関する陳情
　提出日：令和５年２月７日
　陳情者：特定非営利活動法人　神奈川県腎友会
　　　　　会長　府録　譲治
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        各 会 計 別 ・ 当 初 予 算 一 覧

区　　　分 伸　率 伸　率 伸　率 伸　率 伸　率 伸　率 伸　率

一般会計 55,570,000 5.11 52,870,000 0.84 52,430,000 3.35 50,730,000 0.24 50,610,000 3.12 49,080,000 △ 4.96 51,640,000 3.76

水道事業会計 3,850,000 2.69 3,749,000 16.07 3,230,000 △ 10.55 3,611,000 △ 3.94 3,759,000 10.82 3,392,000 △ 0.82 3,420,000 8.64

公共下水道事業
会計

5,533,000 △ 3.05 5,707,000 8.77 5,247,000 △ 5.03 5,525,000 △ 7.73 5,988,000 2.32 5,852,000 3.45 5,657,000 △ 22.85

国民健康保険事
業特別会計

17,096,000 △ 1.33 17,327,000 1.80 17,020,000 △ 1.75 17,324,000 △ 4.19 18,082,000 △ 0.90 18,247,000 △ 15.10 21,492,000 0.90

介護保険事業特
別会計

13,968,000 2.68 13,604,000 5.43 12,903,000 1.92 12,660,000 2.25 12,382,000 7.56 11,512,000 0.32 11,475,000 3.39

後期高齢者医療
事業特別会計

2,857,000 6.37 2,686,000 5.50 2,546,000 3.29 2,465,000 11.24 2,216,000 6.23 2,086,000 3.63 2,013,000 2.65

合　　　計 98,874,000 3.05 95,943,000 2.75 93,376,000 1.15 92,315,000 △ 0.78 93,037,000 3.18 90,169,000 △ 5.78 95,697,000 1.15

令和５年度 平成３０年度令和４年度 令和元年度令和２年度令和３年度 平成２９年度
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（単位：千円）

令和5年度 令和4年度

1 市 税 22,600,000 22,100,000 500,000 2.3 40.7 41.8

2 地 方 譲 与 税 356,000 365,000 △ 9,000 △ 2.5 0.6 0.7

3 利 子 割 交 付 金 8,000 11,000 △ 3,000 △ 27.3 0.0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 190,000 121,000 69,000 57.0 0.3 0.2

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 135,000 141,000 △ 6,000 △ 4.3 0.3 0.3

6 法 人 事 業 税 交 付 金 214,000 181,000 33,000 18.2 0.4 0.3

7 地 方 消 費 税 交 付 金 3,788,000 3,450,000 338,000 9.8 6.8 6.5

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 84,000 86,000 △ 2,000 △ 2.3 0.2 0.2

9 環 境 性 能 割 交 付 金 70,000 91,000 △ 21,000 △ 23.1 0.1 0.2

10 地 方 特 例 交 付 金 155,000 153,000 2,000 1.3 0.3 0.3

11 地 方 交 付 税 5,189,363 4,359,118 830,245 19.0 9.3 8.2

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 20,350 22,560 △ 2,210 △ 9.8 0.0 0.0

13 分 担 金 及 び 負 担 金 325,842 324,870 972 0.3 0.6 0.6

14 使 用 料 及 び 手 数 料 496,783 489,098 7,685 1.6 0.9 0.9

15 国 庫 支 出 金 9,686,719 10,050,187 △ 363,468 △ 3.6 17.4 19.0

16 県 支 出 金 4,535,475 4,314,915 220,560 5.1 8.2 8.2

17 財 産 収 入 180,468 242,406 △ 61,938 △ 25.6 0.3 0.5

18 寄 附 金 420,223 410,331 9,892 2.4 0.8 0.8

19 繰 入 金 2,398,581 1,023,842 1,374,739 134.3 4.3 1.9

20 繰 越 金 500,000 500,000 0 0.0 0.9 1.0

21 諸 収 入 1,747,896 1,676,673 71,223 4.2 3.2 3.2

22 市 債 2,468,300 2,757,000 △ 288,700 △ 10.5 4.4 5.2

55,570,000 52,870,000 2,700,000 5.1 100.0 100.0

一般会計歳入の状況

款
構成比（％）

歳 　入　 合 　計

比較増減 伸率(％）令和5年度 令和4年度
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令和5年度 令和4年度

1 議 会 費 251,309 262,742 △ 11,433 △ 4.4 0.4 0.5

2 総 務 費 3,600,102 3,300,533 299,569 9.1 6.5 6.2

3 民 生 費 24,161,123 23,139,534 1,021,589 4.4 43.5 43.8

4 衛 生 費 3,982,964 4,423,723 △ 440,759 △ 10.0 7.2 8.4

5 農 林 費 450,337 424,847 25,490 6.0 0.8 0.8

6 商 工 費 982,764 859,593 123,171 14.3 1.8 1.6

7 土 木 費 5,083,459 4,993,674 89,785 1.8 9.1 9.4

8 消 防 費 787,359 691,716 95,643 13.8 1.4 1.3

9 教 育 費 3,706,216 3,148,289 557,927 17.7 6.7 6.0

10 公 債 費 4,286,484 3,465,736 820,748 23.7 7.7 6.6

11 予 備 費 100,000 100,000 0 0.0 0.2 0.2

8,177,883 8,059,613 118,270 1.5 14.7 15.2

100.0

一般会計歳出（目的別）の状況
（単位：千円）

款 比較増減 伸率(％）
構成比（％）

令和4年度

100.02,700,000 5.1

職員給与費

歳 出 合 計 55,570,000 52,870,000

令和5年度
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一般会計歳出（性質別）の状況

（単位：千円）

令和5年度 令和4年度

人 件 費 10,225,025 10,025,370 199,655 2.0 18.4 19.0

物 件 費 9,041,892 8,726,727 315,165 3.6 16.3 16.5

維 持 補 修 費 290,189 381,484 △ 91,295 △ 23.9 0.5 0.7

扶 助 費 15,739,464 15,599,072 140,392 0.9 28.3 29.5

補 助 費 等 4,666,433 4,654,557 11,876 0.3 8.4 8.8

小 計 39,963,003 39,387,210 575,793 1.5 71.9 74.5

投資的
経費 普通建設事業費 4,288,148 3,476,758 811,390 23.3 7.7 6.6

4,286,484 3,465,736 820,748 23.7 7.7 6.5

467,972 466,722 1,250 0.3 0.9 0.9

399,633 329,929 69,704 21.1 0.7 0.6

6,064,760 5,643,645 421,115 7.5 10.9 10.7

100,000 100,000 0 0.0 0.2 0.2

30,250,973 29,090,178 1,160,795 4.0 54.4 55.0
義務的経費（再掲）

人件費・扶助費・公債費

消
費
的
経
費

公 債 費

予 備 費

積 立 金

貸 付 金

繰 出 金

合　　　計 55,570,000 52,870,000

構成比（％）

5.1

比較増減 伸率(％）

100.0100.02,700,000

区  分 令和5年度 令和4年度
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歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

15 国 庫 支 出 金 13,401,414 28,727 13,430,141

56,907,075 28,727 56,935,802

歳　出 （単位：千円）

国　庫 県 地方債 寄附金 繰入金 その他 一般財源

2 総 務 費 5,425,409 6,131 5,431,540 6,131

3 民 生 費 26,177,502 345 26,177,847 345

5 農 林 費 644,449 67 644,516 67

6 商 工 費 1,280,894 2,226 1,283,120 2,226

7 土 木 費 6,540,162 19,958 6,560,120 19,958

56,907,075 28,727 56,935,802 28,727

計

計

款 補正前の額 補　正　額

計

補　正　額　の　財　源　内　訳

　令和４年度秦野市一般会計補正予算（第８号）総括

款

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　28,727
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１ 歳入歳出予算補正
（単位：千円）

国　庫 県 地方債 寄附金 繰入金 その他 一般財源

5,955 5,955

176 176

6,131 6,131

345 345

345 345

67 67

67 67

3 民生費
　03 02 01
　070 001

　コロナ禍において、ウクライナ情勢等を背景とし、民間学童保育の施設運営に必
要な電気料金等の高騰により、事業者の経費負担が増加していることから、その負
担を軽減するため、光熱費の高騰分を支援するもの

　対 象 者：民間学童保育事業者（8事業者22教室）
　補 助 率：3/4
　支援単価：定員一人当たり840円
　支 援 額：支援単価×定員数×開所月数/12
　　　　　　※年度途中で開所した施設は月割りで積算
　対象経費：光熱費

備　　　　　　　　　　考
補正額の財源内訳

　コロナ禍において、ウクライナ情勢等を背景とし、はだの丹沢クライミングパー
クの施設運営に必要な電気料金等の高騰により、指定管理者の経費負担が増加して
いることから、安定的な管理運営を図るため、光熱費の高騰分を支援するもの

　対象施設：はだのクライミングパーク（神奈川県公園協会・小田急電鉄(株)）
　補 助 率：1/2
　対象経費：電気料金（176千円）

　コロナ禍において、ウクライナ情勢等を背景とし、クアーズテック秦野カル
チャーホール（文化会館）の施設運営に必要な電気料金等の高騰により、指定管理
者の経費負担が増加していることから、安定的な管理運営を図るため、光熱費の高
騰分を支援するもの

　対象施設：文化会館（みんなの文化会館パートナーズ）
　補 助 率：1/2
　対象経費：電気料金（5,782千円）、燃料費（173千円）

　02 01 16
　030 001

補正予算の内容

款 補正額

（歳　出）

事　　業　　名

クアーズテック秦野カルチャーホール
（文化会館）管理運営費
【文化振興課】

2 総務費
　02 01 12
　050 001

はだの丹沢クライミングパーク管理運営
費
【スポーツ推進課】

小    計

　コロナ禍において、ウクライナ情勢等を背景とし、里山ふれあいセンターの施設
運営に必要な電気料金等の高騰により、指定管理者の経費負担が増加していること
から、安定的な管理運営を図るため、光熱費の高騰分を支援するもの

　対象施設：里山ふれあいセンター（森林組合）
　補 助 率：1/2
　対象経費：電気料金（67千円）

小    計

5 農林費
　05 02 01
　070 001

里山ふれあいセンター管理運営費
【森林ふれあい課】

放課後児童健全育成推進事業費
【こども育成課】

小    計
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（単位：千円）

国　庫 県 地方債 寄附金 繰入金 その他 一般財源
備　　　　　　　　　　考

補正額の財源内訳
款 補正額事　　業　　名

2,226 2,226

2,226 2,226

4,883 4,883

11,398 11,398

3,677 3,677

19,958 19,958

28,727 28,727

　コロナ禍において、ウクライナ情勢等を背景とし、名水はだの富士見の湯の施設
運営に必要な電気料金等の高騰により、指定管理者の経費負担が増加していること
から、安定的な管理運営を図るため、光熱費の高騰分を支援するもの

　対象施設：名水はだの富士見の湯（日本メックス(株)）
　補 助 率：1/2
　対象経費：電気料金（1,818千円）、ガス料金（408千円）

名水はだの富士見の湯管理運営費
【観光振興課】

ＮＩＴＴＡＮパークおおね（おおね公
園）管理運営費
【公園課】

メタックス体育館はだの（総合体育館）
管理運営費
【公園課】

　07 04 03
　060 002

6 商工費
　06 01 04
　100 001

　コロナ禍において、ウクライナ情勢等を背景とし、ＮＩＴＴＡＮパークおおね
（おおね公園）の施設運営に必要な電気料金等の高騰により、指定管理者の経費負
担が増加していることから、安定的な管理運営を図るため、光熱費の高騰分を支援
するもの

　対象施設：おおね公園（ミズノグループ）
　補 助 率：1/2
　対象経費：電気料金（4,883千円）

小    計

　コロナ禍において、ウクライナ情勢等を背景とし、メタックス体育館はだの（総
合体育館）の施設運営に必要な電気料金等の高騰により、指定管理者の経費負担が
増加していることから、安定的な管理運営を図るため、光熱費の高騰分を支援する
もの

　対象施設：総合体育館（ミズノグループ）
　補 助 率：1/2
　対象経費：電気料金（9,669千円）、ガス料金（1,729千円）

 
　07 04 03
　060 001

7 土木費
　07 04 03
　040 001

公園施設管理運営費
【公園課】

　コロナ禍において、ウクライナ情勢等を背景とし、カルチャーパークの施設運営
に必要な電気料金等の高騰により、指定管理者の経費負担が増加していることか
ら、安定的な管理運営を図るため、光熱費の高騰分を支援するもの

　対象施設：カルチャーパーク（ミズノグループ）
　補 助 率：1/2
　対象経費：電気料金（3,677千円）

歳　出　合　計

小    計
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２ 債務負担行為補正（追加）

水道事業会計補正予算（第2号）

債務負担行為（ゼロ市債）の設定

公共下水道事業会計補正予算（第3号）

債務負担行為（ゼロ市債）の設定

8,990千円

365,200千円

8,990千円

365,200千円

他会計

30,976千円

庁舎維持管理費 37,620千円

児童館維持管理費 10,355千円

事　　　項 期　間 限度額

24,000千円

都市公園及び緑地管理費 4,545千円

令和4年度
から

令和5年度

備　　　　　　　　　　考工　　　事　　　内　　　容

防火水槽整備事業費 1,710千円

児童センター維持管理費 15,770千円

中野健康センター管理運営費

8,170千円

市道改良事業費

　施工時期等の平準化を図るとともに、工事の品
質の確保及び事業の早期完了により市民の利便性
が高まる事業を実施するため（ゼロ市債事業）
　
　令和4年度合計：191,146千円（+78,776千円）
　令和3年度合計：112,370千円

　市役所西庁舎照明設備更新工事（照明設備
のLED化）

　戸川児童館及び堀川児童館照明設備更新工
事（照明設備のLED化）

　曲松児童センター照明設備更新工事（照明
設備のLED化）

　中野健康センター空調設備更新工事

　市道83号線外3路線道路舗装工事

　市道80号線外1路線道路改良工事
　市道63号線道路改良事業測量委託

　くずは台南公園改修工事（フェンス改修工
事）

　カルチャーパークプール棟及び旧管理事務
所照明設備更新工事（照明設備のLED化）

　堀山下（関）防火水槽撤去工事

市道舗装費 58,000千円

公園施設管理運営費
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歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

15 国 庫 支 出 金 13,430,141 218,625 13,648,766

16 県 支 出 金 4,367,981 △ 53,175 4,314,806

17 財 産 収 入 242,406 315 242,721

18 寄 附 金 410,331 15,088 425,419

20 繰 越 金 911,577 555,343 1,466,920

21 諸 収 入 1,686,245 125 1,686,370

22 市 債 2,767,200 142,600 2,909,800

56,935,802 878,921 57,814,723

歳　出 （単位：千円）

国　庫 県 地方債 寄附金 繰入金 その他 一般財源

1 議 会 費 342,578 △ 888 341,690 △ 888

2 総 務 費 5,431,540 314,537 5,746,077 14,506 446 299,585

3 民 生 費 26,177,847 169,602 26,347,449 169,602

4 衛 生 費 6,315,781 57,063 6,372,844 99,592 △ 43,175 582 △ 6 70

5 農 林 費 644,516 △ 10,000 634,516 △ 10,000

7 土 木 費 6,560,120 132,600 6,692,720 60,750 71,800 50

8 消 防 費 2,383,029 19,739 2,402,768 19,739

9 教 育 費 4,231,535 196,268 4,427,803 58,283 70,800 67,185

56,935,802 878,921 57,814,723 218,625 △ 53,175 142,600 15,088 440 555,343

計

前年度繰越金 555,343

計

款 補正前の額 補　正　額

計

国庫関連市道舗装事業債 63,000
橋りょう長寿命化・耐震化事業債 8,800
中学校施設改修事業債 70,800

補　正　額　の　財　源　内　訳

ネーミングライツ収入 500、普通財産の貸付けに関する契約更新料 △370、
ラインスタンプ収入 △5

　令和４年度秦野市一般会計補正予算（第９号）総括

款

一般寄附金 5,521、環境創出行為寄附金 3,494、文化活動推進費寄附金 311、
保健体育費寄附金 8、社会福祉費寄附金 △500、公害対策費寄附金 94、緑化推進費寄附金 488、
観光費寄附金 572、教育費寄附金 5,000、消防費寄附金 100

市有地貸付収入 788、建物貸付収入 12、財政調整基金利子収入 △384、
公共施設整備基金利子収入 △98、文化振興基金利子収入 △27、みどり基金利子収入 △1、
株式配当収入 26、土地売払収入 △1

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金（補助率10/10） 99,592
社会資本整備総合交付金（道路維持費　交付率1/2） 52,500
道路メンテナンス事業補助金（補助率5.5/10） 8,250
学校施設環境改善交付金（交付率1/3） 58,283

地下水保全事業費補助金（補助率10/10） △43,175
里山保全再生事業費補助金（補助率10/10） △10,000
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１ 歳入歳出予算補正
（単位：千円）

国　庫 県 地方債 寄附金 繰入金 その他 一般財源

△ 888 △ 888

△ 888 △ 888

99,511 99,511

9,594 9,594

10,837 10,693 △ 359 503

4,326 3,494 832

284 311 △ 27

8 8

161,218 161,218

7,667 7,667

21,092 21,092

314,537 14,506 446 299,585

　02 01 15
　060 001

　令和4年度に歳入した寄附金を積み立てるもの

小    計

　
　02 01 17
　040 001

国県支出金等返納金
【障害福祉課】

備　　　　　　　　　　考
補正額の財源内訳

　令和5年1月31日付けで辞職する議員1名分の議員報酬（2か月分）を減額するもの

　令和4年4月1日付け人事異動に伴い、一般会計から水道事業会計に異動した行
（2）職員の退職手当について、水道事業会計における積立相当額を負担するもの

　令和4年度に歳入した寄附金を積み立てるもの

　令和3年度障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療費等国庫負担金
（負担率1/2）並びに障害者医療費国庫負担金（負担率1/2）について、精算の結
果、返納金が生じたため、その経費を計上するもの

1 議会費
　01 01 01
　010 001

議員報酬及び手当等
【議事政策課】

　準定年退職者4名、自己都合退職者12名及び失業者に係る退職手当対象者1名分の
退職手当の予算措置によるもの

　02 01 12
　100 001

　02 01 02
　050 001

　
　02 01 17
　040 001

国県支出金等返納金
【生活援護課】

人事管理事務費
【人事課】

　令和4年度に歳入した寄附金等を積み立てるもの

補正予算の内容

款 補正額

（歳　出）

事　　業　　名

職員給与費（退職手当）
【人事課】

2 総務費

　001 001

小    計

　02 01 07
　010 001

財政調整基金積立金
【財産管理課】

　令和4年度に歳入した寄附金等及び令和3年度に積み残した歳入を積み立てるもの

　
　02 01 17
　040 001

国県支出金等返納金
【子育て総務課】

スポーツ振興基金積立金
【スポーツ推進課】

　02 01 07
　010 003

公共施設整備基金積立金
【財産管理課】

　令和3年度生活扶助費等国庫負担金（負担率3/4）について、精算の結果、返納金
が生じたため、その経費を計上するもの

文化振興基金積立金
【文化振興課】

　平成28年度から令和2年度までに受け入れた子ども・子育て支援交付金につい
て、会計検査院の指摘を受けた全国的な見直しにより、既に確定した実績額に訂正
が生じ、減額となる分を国及び県に返納するため、その経費を計上するもの

　会計検査院の指摘内容：児童ホームの開所日数の計算方法
　　指摘前：開所日数＝閉所日以外の日
　　指摘後：開所日数＝児童がいる日
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（単位：千円）

国　庫 県 地方債 寄附金 繰入金 その他 一般財源
備　　　　　　　　　　考

補正額の財源内訳
款 補正額事　　業　　名

169,602 169,602

169,602 169,602

99,592 99,592

△ 17,534 △ 17,534

△ 25,641 △ 25,641

164 94 70

482 488 △ 6

57,063 99,592 △ 43,175 582 △ 6 70

△ 10,000 △ 10,000

△ 10,000 △ 10,000

 
　04 02 02
　050 002

地下水モニタリング事業費
【環境共生課】

　水理構造調査ボーリングの実施場所の選定に時間を要したことに加え、資機材の
調達価格の高騰により、秦野盆地水理構造調査ボーリング委託業務が入札不調とな
り、本年度中での執行が困難となったため、減額するもの（神奈川県においても、
財源である県補助金を減額補正予定）

地下水汚染対策基金積立金
【環境共生課】

小    計

ふるさと里山整備事業費
【森林ふれあい課】

3 民生費
　03 01 01
　070 001

小    計

　オミクロン株対応ワクチンの追加接種について、令和5年4月以降も引き続き公費
負担で接種を実施することが方針として示されたことから、接種体制を継続して確
保するため、接種会場費用等の必要経費を追加するもの

　オミクロン株対応ワクチン接種率（令和5年1月27日現在）：53.83％

　令和4年度に歳入した寄附金及び令和3年度に積み残した歳入を積み立てるもの

みどり基金積立金
【環境共生課】

4 衛生費
　04 01 02
　030 004

新型コロナウイルスワクチン接種事業費
【新型感染症ワクチン接種推進課】

国民健康保険事業特別会計繰出金
【国保年金課】

小    計

　資機材の調達価格の高騰により、観測井設置委託業務が入札不調となり、本年度
中での執行が困難となったため、減額するもの（神奈川県においても、財源である
県補助金を減額補正予定）

　被保険者数の減少により、国民健康保健事業特別会計における国民健康保険税の
歳入不足が見込まれることに加え、一般会計からの赤字繰入金を前年度比10％以上
引き下げた場合、保険給付費等特別交付金（国民健康保険事業特別会計における歳
入）のインセンティブ（約1,100万円）を受けられることから、令和5年度の赤字繰
入金を計画的に削減するため、一般会計からの繰出金を増額するもの
　また、国民健康保険財政調整基金について、令和4年度の国民健康保険税現年度
調定額の5％以上の基金残高（約1億7,700万円）を確保することで、保険給付費等
特別交付金のインセンティブ（約700万円）を受けることができるため、5％以上の
基金残高を確保するに当たり、一般会計からの繰出金を増額するもの

　令和4年度に歳入した寄附金等を積み立てるもの

  04 02 02
  060 001

  04 02 03
  050 001

　ふるさと里山整備事業委託業務について、入札により、執行見込額が当初の計画
から減額となったことに加え、整備等を予定していた今泉地区において、隣接地の
今泉池窪地区で計画されている土地改良事業の区域と重複する可能性が生じたこ
と、また、堀山下地区において、森林所有者の合意が得られなかったことから、事
業の一部を中止したため、減額するもの（神奈川県においても、財源である県補助
金を減額補正予定）

5 農林費
　05 02 01
　030 003

深層地下水浄化事業費
【環境共生課】

  04 02 02
  070 001
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（単位：千円）

国　庫 県 地方債 寄附金 繰入金 その他 一般財源
備　　　　　　　　　　考

補正額の財源内訳
款 補正額事　　業　　名

115,500 52,500 63,000

17,100 8,250 8,800 50

132,600 60,750 71,800 50

19,739 19,739

19,739 19,739

29,228 29,228

4,469 4,469

30,011 9,293 20,718

1,370 1,370

21,129 7,112 14,017
 
　09 03 01
　010 004

安全確保対策事業費（中学校）
【教育総務課】

　国の令和4年度補正予算（第2号）における学校施設環境改善交付金（交付率
1/3）を活用し、3校（南・南が丘・渋沢中学校）の飛散防止フィルム貼付委託業務
を実施するもの

　自己都合退職者2名分の退職手当に係る予算措置によるもの

　新型感染症の長期化やウクライナ情勢等の影響に伴い、燃料価格が高騰している
ことに加え、夏場の猛暑等の影響により、空調設備の出力が大きくなり、当初の見
込みを上回る電気使用量となったことから、小学校の電気料金に不足が見込まれる
ため、必要な経費を追加するもの
　また、新型感染症の影響により、児童に対する健康観察を目的とした電話の使用
回数が増加したことから、電話料金の増額が見込まれるため、不足する経費を追加
するもの

　新型感染症の長期化やウクライナ情勢等の影響に伴い、燃料価格が高騰している
ことに加え、夏場の猛暑等の影響により、空調設備の出力が大きくなり、当初の見
込みを上回る電気使用量となったことから、中学校の電気料金に不足が見込まれる
ため、必要な経費を追加するもの
　また、新型感染症の影響により、生徒に対する健康観察を目的とした電話の使用
回数が増加したことから、電話料金の増額が見込まれるため、不足する経費を追加
するもの

9 教育費

　001 001

職員給与費（退職手当）
【人事課】

施設維持管理費（中学校）
【教育総務課】

 
　09 02 01
　010 004

　準定年退職者2名及び自己都合退職者1名分の退職手当に係る予算措置によるもの

 
　09 02 01
　010 003

施設維持管理費（小学校）
【教育総務課】

小    計

　国の令和4年度補正予算（第2号）における学校施設環境改善交付金（交付率
1/3）を活用し、4校（南・広畑・渋沢・末広小学校）の飛散防止フィルム貼付委託
業務を実施するもの
　また、上小学校においても、4校に合わせて飛散防止フィルム貼付委託業務を実
施するもの

※学校施設環境改善交付金の下限事業費が400万円であるため、上小学校は交付金
対象外

　国の令和4年度補正予算（第2号）における道路メンテナンス事業補助金（補助率
5.5/10）を活用し、令和5年度に予定していた上原橋の修繕・耐震補強工事に係る
詳細設計委託業務を前倒しして実施するもの

7 土木費
　07 02 02
　010 004

　07 02 04
　020 001

　09 03 01
　010 003

小    計

安全確保対策事業費（小学校）
【教育総務課】

国庫関連市道舗装費
【建設管理課】

橋りょう長寿命化・耐震化事業費
【建設管理課】

　国の令和4年度補正予算（第2号）における社会資本整備総合交付金（道路維持費
交付率1/2）を活用し、令和5年度に予定していた市道8号線・市道9号線・市道12号
線の舗装工事を前倒しして実施するもの

職員給与費（退職手当）
【人事課】

8 消防費

　001 001
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（単位：千円）

国　庫 県 地方債 寄附金 繰入金 その他 一般財源
備　　　　　　　　　　考

補正額の財源内訳
款 補正額事　　業　　名

110,000 41,878 70,800 △ 2,678

61 61

196,268 58,283 70,800 67,185

878,921 218,625 △ 53,175 142,600 15,088 440 555,343

555,343

一般財源分歳入合計 555,343

9 教育費
　09 03 04
　010 001

中学校施設改修事業費
【教育総務課】

　国の令和4年度補正予算（第2号）における学校施設環境改善交付金（交付率
1/3）を活用し、渋沢中学校の法面改修工事を実施するもの
　
※学校施設環境改善交付金は、増額補正する工事費に加え、令和4年度当初予算に
計上した委託料（地質調査、基本・実施設計）を交付対象経費として内示を受けた
たため、委託料に係る国庫支出金及び地方債を増額補正し、一般財源を減額する財
源更正を合わせて実施するもの

施設維持管理費（幼稚園）
【教育総務課】

補正額

20 繰越金
　20 01 01
　01 01

（歳　入）

前年度繰越金

　09 04 01
　010 003

　新型感染症の影響により、園児に対する健康観察を目的とした電話の使用回数が
増加したことから、電話料金の増額が見込まれるため、不足する経費を追加するも
の

事　　業　　名

小    計

款

歳　出　合　計

備　　　　　　　　　　考
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２ 繰越明許費

項

1 保健衛生費

2 道路橋りょ
う費

4 都市計画費

2 小学校費

3 中学校費

　国の令和4年度補正予算（第2号）における学校環境改善交付金（交付率1/3）の
内示を受けた渋沢中学校の法面改修工事について、年度内での完了が見込めないた
め

 7 土木費 国庫関連市道舗装費 115,500千円
　国の令和4年度補正予算（第2号）における社会資本整備総合交付金（道路維持費
交付率1/2）の内示を受けた市道8号線・市道9号線・市道12号線の舗装工事につい
て、年度内での工事完成が見込めないため

中学校施設改修事業費 110,000千円

橋りょう長寿命化・耐震化事業費 17,100千円
　国の令和4年度補正予算（第2号）における道路メンテナンス事業補助金（補助率
5.5/10）の内示を受けた上原橋の修繕・耐震補強工事に係る詳細設計委託業務につ
いて、年度内での完了が見込めないため

国庫関連通学路安全対策事業費 109,900千円
　市道71号線の用地買収費及び物件補償費について、権利者との交渉に時間を要し
たことから、年度内での完了が見込めないため

国庫関連歩道設置事業費 97,435千円
　市道9号線の用地買収費及び物件補償費について、権利者との交渉に時間を要し
たことから、年度内での完了が見込めないため

秦野丹沢ＳＡ関連道路施設等整備事業費 115,700千円

　新東名高速道路の側道整備事業（市道1号線、2号線）について、中日本高速道路
株式会社が実施している新東名高速事業（秦野北地区調整池整備工事（横野））の
遅延により、施工開始時期が遅れることから、年度内での完了が見込めないため
　また、菩提横野線及び矢坪沢水路整備事業の詳細設計委託業務について、別契約
で実施している測量委託業務の遅延により、業務内容の一部において、年度内での
完了が見込めないため

新型コロナウイルスワクチン接種事業費 360,344千円
　オミクロン株対応ワクチンについて、令和5年4月以降も引き続き公費負担で接種
を実施することが方針として示されたことから、接種体制を継続して確保するに当
たり、年度内での完了が見込めないため

 4 衛生費

繰　　越　　説　　明款 事　　　業　　　名 金額

秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業費 23,891千円
　建物移転補償契約者の建物除却に時間を要したことから、年度内での完了が見込
めないため

安全確保対策事業費 21,129千円
　国の令和4年度補正予算（第2号）における学校環境改善交付金（交付率1/3）の
内示を受けた南・南が丘・渋沢中学校の飛散防止フィルム貼付委託業務について、
年度内での完了が見込めないため

 9 教育費 安全確保対策事業費 30,011千円
　国の令和4年度補正予算（第2号）における学校環境改善交付金（交付率1/3）の
内示を受けた南・広畑・渋沢・末広小学校等の飛散防止フィルム貼付委託業務につ
いて、年度内での完了が見込めないため

- 19 -



３ 地方債補正（変更）

水道事業会計補正予算（第3号）

公共下水道事業会計補正予算（第4号）

国民健康保険事業特別会計補正予算（第2号）

（教育債）

　中学校施設整備事業費 20,200千円 91,000千円

（土木債）

　道路橋りょう整備事業費 730,800千円 802,600千円

起   債   の   目   的
限　　度　　額

補正前 補正後

他会計

9,594千円 職員退職給与準備基金積立金 9,594千円

7,433千円7,433千円 財政調整基金積立金

67,000千円雨水管きょ整備事業費67,000千円
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１　収益的収入及び支出

　（１）収　　　入

（款）水道事業収益 千円 + 千円 = 2,867,882 千円

２　資本的収入及び支出

　（１）支　　　出

（款）資本的支出 千円 + 千円 = 1,973,520 千円

（項）建設改良費 千円 + 千円 = 1,385,424 千円

資本的収支 　
　 千円

　 千円

　 千円

（補填財源）

千円

千円

千円

千円

予算規模 千円

（単位：千円）

目 補正額 説　　　　　　明 1,963,926 9,594

1,375,830 9,594

不足額 1,369,126

　　１　基金積立金 9,594 020　職員退職給与準備基金積立金 9,594

（単位：千円）

目 補正額 説　　　　　　明 2,858,288

3,821,165

602,817

減債積立金 212,977
過年度分損益勘定
留保資金

110,926

建設改良積立金 442,406

当年度分消費税及
び地方消費税資本
的収支調整額

収入総額 604,394
支出総額 1,973,520

令和４年度秦野市水道事業会計補正予算（第３号）総括

9,594

　　６　雑収益 9,594 その他雑収益 9,594
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１　資本的収入及び支出

　（１）収　　　入（１）収　　入

（款）資本的収入 千円 + 千円 = 1,457,191 千円

（項）企業債 千円 + 千円 = 1,003,800 千円

（項）国庫補助金 千円 + 千円 = 422,480 千円

（２）支　　出 （款）資本的支出 千円 + 千円 = 3,507,255 千円

（項）建設改良費 千円 + 千円 = 1,462,898 千円

【資本的収支】　

千円

千円

２　企業債 千円

（単位：千円）

補正前 補正後 【補填財源】

86,441 千円

1,087,567 千円

876,056 千円

予算規模 千円

（単位：千円）

　　１　国庫補助金 14,750

起債の目的
限度額

　公共下水道整備事業費 950,700 1,002,900

　　２　管きょ整備事業費 67,000 020　雨水管きょ整備事業費

目 補正額 説　　　　　　明
1,395,898 67,000

52,200

407,730 14,750

3,440,255 67,000

　　１　企業債 52,200 公共下水道整備事業債（雨水） 52,200
951,600

令和４年度秦野市公共下水道事業会計補正予算（第４号）総括

（単位：千円）

目 補正額 説　　　　　　明
1,390,241 66,950

社会資本整備総合交付金（交付率１/２） 14,750

当年度分消費税及
び地方消費税資本
的収支調整額

1,457,191

支出総額 3,507,255

不足額 2,050,064

当年度分損益勘
定留保資金

減債積立金

5,847,185

収入総額
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1 歳入 単位：千円

予算額 補正額 計

1 国民健康保険税 3,527,582 △ 162,169 3,365,413

1 3,527,582 △ 162,169 3,365,413

1 3,527,498 △ 162,169 3,365,329

1 医療給付費分現年課税分 2,296,393 △ 110,786 2,185,607

2 後期高齢者支援金分現年課税分 813,947 △ 39,267 774,680

3 介護納付金分現年課税分 251,142 △ 12,116 239,026

5 1,495,285 169,602 1,664,887

1 1,495,285 169,602 1,664,887

1 1,495,285 169,602 1,664,887

1 一般会計繰入金 749,335 169,602 918,937

17,317,046 7,433 17,324,479

2 歳出 単位：千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6 基金積立金 86 7,433 7,519 7,433

1 基金積立金 86 7,433 7,519 7,433

1 86 7,433 7,519 7,433

17,317,046 7,433 17,324,479 7,433

3 補正理由

補正額

議案第２２号　令和４年度秦野市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）総括

国民健康保険税

款・項・目・節

他会計繰入金

歳入合計

款・項・目

一般被保険者国民健康保険税

一般会計繰入金

計

繰入金

・当年度歳入状況に基づき、国民健康保険税を減額し、一般会計繰入金を増額する。
・国民健康保険財政調整基金残高を当年度国民健康保険税現年度調定額の５％以上とするため、一般会計繰入金を増額す
るとともに、基金積立金を増額する。

歳出合計

補正額の財源内訳
予算額

財政調整基金積立金
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【本会議・代表質問】

日時 内容 対応

２月２８日(火)
　午前９時～

３月１日(水)
　午前９時～

【本会議・議案審議】

日時 内容 対応

３月２日(木)
　午前９時～

議案審議

【対策会議】
１ 日時・場所
　 ２月２７日(月)　午後１時３０分
 　３Ａ会議室
２ 質問内容等の聞取り結果の報告
　 様式に記入し、２月２４日(金)午後５時までに総合政策課へ
 メールしてください。

【答弁書の提出】
１ 期限
　 ３月１日(水)　正午
２ 提出方法
　 総合政策課へデータをメールしてください。

令和５年３月秦野市議会第１回定例月会議　主なスケジュール

【答弁書の提出】
１ 期限
　 ２月１７日(金)　正午
２ 提出方法
　 データを次のフォルダに保存してください。
（H:\0110政策部\011000政策部共有\000総合政策課\0102議会
　\02_代表質問\R5代表質問\R5代表質問答弁書（案）会派別
　フォルダ）

【答弁内容の調整】
① ２月２１日(火)　午前９時３０分～　３Ａ会議室
　 創和会、市民クラブ、公明党の読合せ及び修正確認
② ２月２２日(水)　午後４時～　３Ａ会議室
　 修正確認
③ ２月２４日(金)　午前９時～　３Ａ会議室
　 自民党秦野、自民党・新政クラブの読合せ及び修正確認
④ ２月２７日(月)　午後３時～　３Ａ会議室
 　最終確認
 ※　答弁に関係する課等の長は、出席してください。

代表質問
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【常任委員会】

日時

３月３日(金)
　午前９時～

３月６日(月)
　午前９時～

３月７日(火)
　午前９時～

３月９日(木)
　午前９時３０分～

３月10日(金)
　午前９時３０分～

３月13日(月)
　午前９時３０分～

【本会議・一般質問】

日時 内容 対応

３月１５日(水)
　午前９時～

３月１６日(木)
　午前９時～

３月２２日(水)
　午前９時～

文教福祉常任委員会
予算決算常任委員会・補正予算（文教福祉分科会）

環境都市常任委員会
予算決算常任委員会・補正予算（環境都市分科会）

一般質問

【対策会議】
１ 日時・場所
　 ３月８日(水)　午後１時３０分～　３Ａ会議室
２ 質問内容等の聞取り結果の報告
　 様式に記入し、３月７日(火)午後５時までに総合政策課へ
 メールしてください。

【答弁書の提出】
１ 期限
 (1) ３月１５日(水)開催分
　　 ３月１３日(月)　午前９時～１０時
 (2) ３月１６日(木)・２２日（水）開催分
　　 ３月１４日(火)　午前９時～１０時
２ 提出方法
   紙原稿により１１部を本庁舎４階議会控室へ提出するほか、
総合政策課へデータをメールしてください。

内容

予算決算常任委員会・令和５年度予算（総務分科会）

予算決算常任委員会・令和５年度予算（文教福祉分科会）

予算決算常任委員会・令和５年度予算（環境都市分科会）

総務常任委員会
予算決算常任委員会・補正予算（総務分科会）
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